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(57)【要約】
【課題】半導体モジュールに電気的に接続された複数の
電子回路基板の固定強度を高めることができる電力変換
装置を提供する。
【解決手段】電力変換装置１は、半導体モジュール３０
、第１電子回路基板１０及び第２電子回路基板２０を共
に収容する収容体２を備え、収容体２は、第１電子回路
基板１０が固定される第１固定部５と、第２電子回路基
板２０が固定される第２固定部９と、を有し、基板厚み
方向Ｚについて収容体２の第１固定部５と第１電子回路
基板１０との間に第２電子回路基板２０が介在しないよ
うに、且つ基板厚み方向Ｚについて収容体２の第２固定
部９と第２電子回路基板２０との間に第１電子回路基板
１０が介在しないように構成されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体素子（３１）を内蔵した半導体モジュール（３０）と、
　いずれも上記半導体モジュールと電気的に接続され、基板厚み方向（Ｚ）に空間（２ａ
）を隔てて積層配置された第１電子回路基板（１０）及び第２電子回路基板（２０）と、
　上記半導体モジュール、上記第１電子回路基板及び上記第２電子回路基板を共に収容す
る収容体（２）と、
を備え、
　上記収容体は、上記第１電子回路基板が固定される第１固定部（５）と、上記第２電子
回路基板が固定される第２固定部（９，１０９，２０９）と、を有し、
　上記基板厚み方向について上記収容体の上記第１固定部と上記第１電子回路基板との間
に上記第２電子回路基板が介在しないように、且つ上記基板厚み方向について上記収容体
の上記第２固定部と上記第２電子回路基板との間に上記第１電子回路基板が介在しないよ
うに構成されている、電力変換装置（１，１０１，２０１）。
【請求項２】
　上記収容体は、ケース（３）と、上記ケースの開口（３ａ）を塞ぐカバー（６）と、を
有し、上記ケースに上記第１固定部及び上記第２固定部の一方が設けられ、且つ上記カバ
ーに上記第１固定部及び上記第２固定部の他方が設けられている、請求項１に記載の電力
変換装置。
【請求項３】
　上記収容体は、ケース（３）と、上記ケースの開口（３ａ）を塞ぐカバー（６）と、上
記第１電子回路基板と上記第２電子回路基板との間に介装されるとともに上記ケース及び
上記カバーのいずれか一方に固定された介装部材（８，１０８）と、を有し、上記介装部
材に上記第１固定部及び上記第２固定部の一方が設けられ、且つ上記収容体のうち上記介
装部材を挟んで該介装部材に固定される電子回路基板とは反対側の部位に上記第１固定部
及び上記第２固定部の他方が設けられている、請求項１に記載の電力変換装置。
【請求項４】
　上記介装部材は、上記基板厚み方向について上記第１電子回路基板及び上記第２電子回
路基板の一方から他方を遮蔽する大きさを有し、且つ磁気遮蔽性を有する材料からなる、
請求項３に記載の電力変換装置。
【請求項５】
　上記介装部材は、上記ケース及び上記カバーよりも線膨張率の小さい材料からなる、請
求項３または４に記載の電力変換装置。
【請求項６】
　上記第１電子回路基板は、上記第２電子回路基板よりも上記半導体モジュールに近い位
置に配置され、上記半導体モジュールをスイッチング駆動させるための駆動回路を有する
高電圧系の電子回路基板であり、上記第２電子回路基板は、車両情報に基づいて上記半導
体モジュールを制御する制御回路を有する低電圧系の電子回路基板である、請求項１～５
のいずれか一項に記載の電力変換装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の電子回路基板を備えた電力変換装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気自動車、ハイブリッド自動車等の車両は、直流電力と交流電力との間で電力変換を
行う電力変換装置を搭載している。例えば、下記の特許文献１には、半導体素子を内蔵し
た半導体モジュールと、複数の電子回路基板と、を備えた電力変換装置が開示されている
。複数の電子回路基板には、高圧系用の第１電子回路基板と、低圧系用の第２電子回路基
板と、が含まれている。第１電子回路基板及び第２電子回路基板は、基板厚み方向に空間
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を隔てて積層配置された状態で半導体モジュールを収容する収容体の固定面に固定されて
いる。このような積層配置は、電子回路基板の板面に沿った方向の寸法を小さく抑えるの
に有効である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－１５９７６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところが、上記の電力変換装置の場合、第１電子回路基板が収容体の固定面と第２電子
回路基板との間に配置される。このため、第２電子回路基板は、収容体との固定の際に、
第１電子回路基板が邪魔になってその固定箇所の数を増やすことができない。例えば、第
２電子回路基板の固定箇所が該基板の四隅のみに制限される。また、第２電子回路基板の
固定箇所が該第２電子回路基板の外周部のみに偏る。そのため、第２電子回路基板は、外
力によって変形し易く、車両走行の際に車両側から受ける振動に耐え得る所望の固定強度
の確保が難しい。
【０００５】
　本発明は、かかる課題に鑑みてなされたものであり、半導体モジュールに電気的に接続
された複数の電子回路基板の固定強度を高めることができる電力変換装置を提供しようと
するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の一態様は、
　半導体素子（３１）を内蔵した半導体モジュール（３０）と、
　いずれも上記半導体モジュールと電気的に接続され、基板厚み方向（Ｚ）に空間（２ａ
）を隔てて積層配置された第１電子回路基板（１０）及び第２電子回路基板（２０）と、
　上記半導体モジュール、上記第１電子回路基板及び上記第２電子回路基板を共に収容す
る収容体（２）と、
を備え、
　上記収容体は、上記第１電子回路基板が固定される第１固定部（５）と、上記第２電子
回路基板が固定される第２固定部（９，１０９，２０９）と、を有し、
　上記基板厚み方向について上記収容体の上記第１固定部と上記第１電子回路基板との間
に上記第２電子回路基板が介在しないように、且つ上記基板厚み方向について上記収容体
の上記第２固定部と上記第２電子回路基板との間に上記第１電子回路基板が介在しないよ
うに構成されている、電力変換装置（１，１０１，２０１）にある。
【発明の効果】
【０００７】
　上記電力変換装置によれば、第１電子回路基板を第２電子回路基板に邪魔されることな
く収容体に固定することができる。同様に、第２電子回路基板を第１電子回路基板に邪魔
されることなく収容体に固定することができる。このため、第１電子回路基板及び第２電
子回路基板のそれぞれを収容体に固定する際に、その固定箇所の配置及び数が制限されに
くい。従って、各電子回路基板の固定箇所を増やすことができ、またその固定箇所が各電
子回路基板の例えば四隅のみに偏るのを防止できる。その結果、各電子回路基板が外力に
よって変形しにくく、各電子回路基板について車両走行の際に車両側から受ける振動に耐
え得る所望の固定強度を確保することができる。
【０００８】
　以上のごとく、上記態様によれば、半導体モジュールに電気的に接続された複数の電子
回路基板の固定強度を高めることができる。
　なお、特許請求の範囲及び課題を解決する手段に記載した括弧内の符号は、後述する実
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施形態に記載の具体的手段との対応関係を示すものであり、本発明の技術的範囲を限定す
るものではない。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】実施形態１の電力変換装置の概略構造を示す断面図。
【図２】図１中の電力変換装置における第１電子回路基板及び第２電子回路基板のそれぞ
れの固定構造を示す斜視図。
【図３】実施形態２の電力変換装置の概略構造を示す断面図。
【図４】図３中の電力変換装置における第１電子回路基板及び第２電子回路基板のそれぞ
れの固定構造を示す斜視図。
【図５】実施形態３の電力変換装置の概略構造を示す断面図。
【図６】図５中の電力変換装置における第１電子回路基板及び第２電子回路基板のそれぞ
れの固定構造を示す斜視図。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、電力変換装置に係る実施形態について、図面を参照しつつ説明する。
【００１１】
　なお、本明細書の図面では、特に断わらない限り、半導体モジュールの長手方向である
第１方向を矢印Ｘで示し、半導体モジュールの幅方向である第２方向を矢印Ｙで示し、第
１方向及び第２方向の双方と直交する第３方向を矢印Ｚで示すものとする。
【００１２】
（実施形態１）
　図１に示されるように、実施形態１の電力変換装置１は、第１電子回路基板１０、第２
電子回路基板２０及び半導体モジュール３０を含む複数の要素を備えている。これら複数
の要素は収容体２によって区画された内部空間に収容されている。この電力変換装置１は
、例えば、電気自動車やハイブリッド自動車等に搭載され、直流の電源電力を駆動用モー
タの駆動に必要な交流電力に変換するインバータとして用いられる。
【００１３】
　収容体２は、ケース３と、ケース３の開口３ａを塞ぐカバー６と、ケース３の開口３ｂ
を塞ぐカバー７と、を有する。ケース３は、第３方向Ｚについて内部空間を仕切る仕切壁
４を備えている。仕切壁４には、第１電子回路基板１０の固定のために該第１電子回路基
板１０に向けて延出する複数のボス部（第１固定部）５が設けられている。ボス部５には
、ビス１２の雄ねじ軸が螺合可能な雌ねじ部５ａが設けられている。ケース３及びカバー
６，７はいずれもアルミニウムを主体としたアルミニウム系材料からなる。
【００１４】
　半導体モジュール３０は、直流電力を交流電力に変換するＩＧＢＴ等の半導体素子３１
を内蔵している。半導体モジュール３０は、複数の制御端子３２及びパワー端子（図示省
略）を備えている。
【００１５】
　第１電子回路基板１０は、平面視が矩形であり、半導体モジュール３０をスイッチング
駆動させるための駆動回路を有する高電圧系の電子回路基板（「制御回路基板」ともいう
。）である。この目的のために、第１電子回路基板１０は、基板厚み方向である第３方向
Ｚについて第２電子回路基板２０よりも半導体モジュール３０に近い位置に配置され、且
つ複数の制御端子３２に電気的に接続されている。複数の制御端子３２は、ケース３の仕
切壁４に設けられた開口４ａを通じて半導体モジュール３０から第１電子回路基板１０ま
で延在している。従って、第１電子回路基板１０は、半導体モジュール３０に電気的に接
続されている。
【００１６】
　第２電子回路基板２０は、平面視が第１電子回路基板１０と同様の寸法を有する矩形で
あり、車両情報に基づいて半導体モジュール３０を制御する制御回路を有する低電圧系の
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電子回路基板である。この第２電子回路基板２０は、ターミナル等の導電部材２２によっ
て第１電子回路基板１０に電気的に接続され、且つターミナル等の導電部材２３によって
車両側の制御部（ＥＣＵ）４０に電気的に接続されている。従って、第２電子回路基板２
０は、半導体モジュール３０に電気的に接続されている。制御部４０からの入力信号は、
第１電子回路基板１０、導電部材２２及び第２電子回路基板２０を介して半導体モジュー
ル３０に伝送される。一方で、半導体モジュール３０から出力される電流等の検出信号は
、第２電子回路基板２０、導電部材２２及び第１電子回路基板１０を介して制御部４０に
伝送される。
【００１７】
　第１電子回路基板１０及び第２電子回路基板２０は、第３方向Ｚに空間２ａを隔てて積
層配置されている。このような配置は、これら２つの電子回路基板１０，２０の機能を兼
ね備えた１つの電子回路基板を用いる場合に比べて、基板面に沿った方向の寸法を小さく
抑えるのに有効である。
【００１８】
　第１電子回路基板１０と第２電子回路基板２０との間には、介装部材としての基板間プ
レート８が介装されている。この基板間プレート８は、平面視が矩形の平板部８ａと、平
板部８ａの第１方向Ｘの両側に設けられたフランジ部８ｂと、を備える板状部材であり、
フランジ部８ｂがビス１２を用いてケース３の仕切壁４に固定されている。基板間プレー
ト８が仕切壁４に固定された状態では、この基板間プレート８が収容体２の構成要素とな
る。この場合、収容体２が基板間プレート８を有するということができる。
【００１９】
　基板間プレート８は、第３方向Ｚについて第１電子回路基板１０及び第２電子回路基板
２０の一方から他方を遮蔽する大きさ（以下、「遮蔽寸法」ともいう。）を有する。即ち
、この基板間プレート８は、平面視の大きさが第１電子回路基板１０及び第２電子回路基
板２０の双方を上回るように構成されている。また、基板間プレート８は、鉄を主体とし
た鉄系材料からなる。この鉄系材料は、磁気遮蔽性を有する材料であり、且つケース３及
びカバー６を構成するアルミニウム系材料よりも線膨張率（固体の熱膨張による長さの増
加の割合を温度差で割った値）の小さい材料である。
【００２０】
　基板間プレート８には、第２電子回路基板２０の固定のための複数の固定ピン（第２固
定部）９が取付けられている。固定ピン９は、基板間プレート８の平板部８ａに設けられ
た貫通孔（図示省略）に圧入されることによって基板間プレート８に取付けられている。
この固定ピン９は、ビス１２の雄ねじ軸が螺合可能な雌ねじ部９ａを備えている。
【００２１】
　図２に示されるように、基板間プレート８は、各フランジ部８ｂに貫通形成された複数
（図２では２つ）の挿入孔８ｃを備えている。仕切壁４は、ビス１２の雄ねじ軸が螺合可
能な雌ねじ部４ｂを備えている。基板間プレート８は、各挿入孔８ｃに挿入されたビス１
２の雄ねじ軸が仕切壁４の雌ねじ部４ｂに螺合することによって仕切壁４に固定されるよ
うに構成されている。なお、本構成に代えて、仕切壁４から基板間プレート８に向けて延
出するボス部に雌ねじ部４ｂのような雌ねじ部を設け、該ボス部に基板間プレート８を固
定する構成を採用することもできる。
【００２２】
　ボス部５は、収容体２の構成要素であり、仕切壁４に開口４ａを取り囲むように複数（
図２では８つ）設けられている。固定ピン９は、基板間プレート８の平板部８ａにほぼ偏
りなく複数（図２では９つ）設けられている。この固定ピン９は、基板間プレート８に取
付けられた状態で収容体２の構成要素となる。なお、これらボス部５及び固定ピン９のそ
れぞれの配置及び数は、図２に示すものに限定されるものではなく、必要に応じて種々変
更が可能である。
【００２３】
　第１電子回路基板１０は、いずれも第３方向Ｚに貫通形成された複数（図２では８つ）
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の挿入孔１１を備えている。この第１電子回路基板１０は、各挿入孔１１をボス部５の雌
ねじ部５ａに位置合わせした状態で、各挿入孔１１に挿入されたビス１２の雄ねじ軸をボ
ス部５の雌ねじ部５ａに螺合させることによってボス部５に固定される。その結果、第１
電子回路基板１０は、複数のボス部５によって支持された状態で収容体２のケース３に固
定される。
【００２４】
　この場合、電力変換装置１は、基板厚み方向である第３方向Ｚについてボス部５（収容
体２の構成要素）と第１電子回路基板１０との間に第２電子回路基板２０が介在しないよ
うに構成されている。換言すれば、ボス部５は、第３方向Ｚについて第１電子回路基板１
０との間に第２電子回路基板２０が介在しない位置（以下、「第１の非介在位置」ともい
う。）に設けられている。この第１の非介在位置を、第１電子回路基板１０との固定が第
２電子回路基板２０によって邪魔されない位置ということもできる。
【００２５】
　第２電子回路基板２０は、いずれも第３方向Ｚに貫通形成された複数（図２では８つ）
の挿入孔２１を備えている。この第２電子回路基板２０は、各挿入孔２１を固定ピン９の
雌ねじ部９ａに位置合わせした状態で、各挿入孔２１に挿入されたビス１２の雄ねじ軸を
固定ピン９の雌ねじ部９ａに螺合させることによって固定ピン９に固定される。その結果
、第２電子回路基板２０は、基板間プレート８の複数の固定ピン９によって支持された状
態で、収容体２を構成するケース３に固定される。
【００２６】
　この場合、電力変換装置１は、基板厚み方向である第３方向Ｚについて固定ピン９（収
容体２の構成要素）と第２電子回路基板２０との間に第１電子回路基板１０が介在しない
ように構成されている。換言すれば、固定ピン９は、ケース３のうち第３方向Ｚについて
第２電子回路基板２０との間に第１電子回路基板１０が介在しない位置（以下、「第２の
非介在位置」ともいう。）に設けられている。この第２の非介在位置を、第２電子回路基
板２０との固定が第１電子回路基板１０によって邪魔されない位置ということもできる。
【００２７】
　このように、実施形態１の場合、ケース３に固定された基板間プレート８に第２電子回
路基板２０の固定のための固定ピン９（第２固定部）が設けられ、且つ収容体２のうち基
板間プレート８を挟んで該基板間プレート８に固定される第２電子回路基板２０とは反対
側の部位（ケース３の仕切壁４）に第１電子回路基板１０の固定のためのボス部５（第１
固定部）が設けられるように構成されている。なお、本構成に代えて、第１電子回路基板
１０が固定ピン９に固定され、且つ第２電子回路基板２０がボス部５に固定される構成を
採用することもできる。
【００２８】
　次に、実施形態１の電力変換装置１の作用効果について説明する。
【００２９】
　上記の電力変換装置１によれば、ボス部５を上記の第１の非介在位置に設けることによ
って、第１電子回路基板１０を第２電子回路基板２０によって邪魔されることなく収容体
２のケース３に固定することができる。同様に、固定ピン９を上記の第２の非介在位置に
設けることによって、第２電子回路基板２０を第１電子回路基板１０によって邪魔される
ことなく収容体２のケース３に固定することができる。
【００３０】
　このため、第１電子回路基板１０及び第２電子回路基板２０のそれぞれを収容体２に固
定する際に、その固定箇所の配置及び数が制限されにくい。従って、各電子回路基板の固
定箇所を増やすことができ、またその固定箇所が各電子回路基板の例えば四隅のみに偏る
のを防止できる。その結果、各電子回路基板が外力によって変形しにくく、各電子回路基
板について車両走行の際に車両側から受ける振動に耐え得る所望の固定強度を確保するこ
とができる。
【００３１】
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　なお、仕切壁４のうち開口４ａの部位にボス部５を設けることができない。従って、第
１電子回路基板１０の開口４ａとの対向面は、ボス部５によって支持されないが、その代
わりに開口４ａに配置される複数の制御端子３２によって支持されている。これにより、
第１電子回路基板１０の固定強度の低下が抑えられている。これに対して、基板間プレー
ト８の平板部８ａにおける固定ピン９の配置は制限されない（例えば、平板部８ａの中央
部にも固定ピン９を配置できる）ため、固定ピン９による第２電子回路基板２０の固定強
度を高くできる。
【００３２】
　また、上記の電力変換装置１によれば、第１電子回路基板１０と第２電子回路基板２０
との間の基板間プレート８は、上記遮蔽寸法を有し且つ磁気遮蔽性を有する材料からなる
ため、所謂「シールド板」としての機能を有する。このため、特に、高電圧系の第１電子
回路基板１０で発生したノイズの影響が低電圧系の第２電子回路基板２０に及ぶのを抑制
できる。
【００３３】
　また、上記の電力変換装置１によれば、基板間プレート８は、該基板間プレート８が固
定されるケース３よりも線膨張率の小さい材料からなる。このため、ケース３が半導体モ
ジュール３０などの発熱部品から受ける熱によって歪んだ場合でも、基板間プレート８が
ケース３によって引っ張られて歪むのを抑制できる。
　さらに、基板間プレート８の線膨張率は、ケース３より小さく且つ第１電子回路基板１
０よりも大きい値であるのが好ましい。これにより、熱膨張率の大きさが、大きい方から
順番にケース３、基板間プレート８、第１電子回路基板１０となる。この場合、ケース３
と第１電子回路基板１０との間に介在する基板間プレート８の線膨張率は、ケース３の線
膨張率と第１電子回路基板１０の線膨張率との中間の値となるため、これら部品間の熱歪
の影響を小さくすることができる。
【００３４】
（実施形態２）
　実施形態２の電力変換装置１０１は、実施形態１の電力変換装置１とは第２電子回路基
板２０の固定構造が異なる。その他の構成は、実施形態１と同様である。従って、ここで
は図３及び図４を参照しつつ第２電子回路基板２０の固定構造に関連する要素のみについ
て説明するものとし、その他の要素の説明は省略する。また、これらの図面において、図
１及び図２に示される要素と同一の要素には同一の符号を付している。
【００３５】
　図３に示されるように、第１電子回路基板１０と第２電子回路基板２０との間には、介
装部材としての基板間プレート１０８が介装されている。この基板間プレート１０８は、
平面視が矩形であり、平面視の大きさが第１電子回路基板１０及び第２電子回路基板２０
の双方を上回るように構成された板状部材である。また、カバー６は、いずれも基板間プ
レート１０８に向けて延出する複数のボス部６ａを備えている。基板間プレート１０８は
、平板状の部材であり、ビス１２を用いてカバー６のボス部６ａに固定されている。基板
間プレート１０８がカバー６のボス部６ａに固定された状態では、この基板間プレート１
０８が収容体２の構成要素となる。この場合、収容体２が基板間プレート１０８を有する
ということができる。この基板間プレート１０８は、上記の基板間プレート８と同様の鉄
系材料からなる。
【００３６】
　基板間プレート１０８には、第２電子回路基板２０の固定のための複数の固定ピン（第
２固定部）１０９が取付けられている。固定ピン１０９は、基板間プレート１０８に設け
られた貫通孔（図示省略）に圧入されることによって基板間プレート１０８に取付けられ
ている。
【００３７】
　図４に示されるように、基板間プレート１０８は、複数（図４では２つ）の挿入孔１０
８ａを備えている。一方で、カバー６のボス部６ａは、ビス１２の雄ねじ軸が螺合可能な
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雌ねじ部６ｂを備えている。従って、基板間プレート１０８は、各挿入孔１０８ａに挿入
されたビス１２の雄ねじ軸がボス部６ａの雌ねじ部６ｂに螺合することによってボス部６
ａに固定される。
【００３８】
　固定ピン１０９は、基板間プレート１０８にほぼ偏りなく複数（図４では９つ）設けら
れている。この固定ピン１０９は、上記の固定ピン９の雌ねじ部９ａと同様の雌ねじ部１
０９ａを備えている。この固定ピン１０９は、基板間プレート１０８に取付けられた状態
で収容体２の構成要素となる。なお、この固定ピン１０９の配置及び数は、図４に示すも
のに限定されるものではなく、必要に応じて種々変更が可能である。
【００３９】
　第２電子回路基板２０は、各挿入孔２１を固定ピン１０９の雌ねじ部１０９ａに位置合
わせした状態で、各挿入孔２１に挿入されたビス１２の雄ねじ軸を固定ピン１０９の雌ね
じ部１０９ａに螺合させることによって固定ピン１０９に固定される。その結果、第２電
子回路基板２０は、基板間プレート１０８の複数の固定ピン１０９によって支持された状
態で、収容体２を構成するカバー６に固定される。この場合、第３方向Ｚについて固定ピ
ン１０９（収容体２の構成要素）と第２電子回路基板２０との間に第１電子回路基板１０
が介在しない。即ち、固定ピン１０９は、上記の固定ピン９の場合と同様に、カバー６の
うち第３方向Ｚについて第２電子回路基板２０との間に第１電子回路基板１０が介在しな
い位置（第２の非介在位置）に設けられている。
【００４０】
　このように、実施形態２の場合、カバー６に固定された基板間プレート１０８に第２電
子回路基板２０の固定のための固定ピン１０９（第２固定部）が設けられ、且つ収容体２
のうち基板間プレート１０８を挟んで該基板間プレート１０８に固定される第２電子回路
基板２０とは反対側の部位（ケース３の仕切壁４）に第１電子回路基板１０の固定のため
のボス部５（第１固定部）が設けられるように構成されている。なお、本構成に代えて、
第１電子回路基板１０が固定ピン１０９に固定され、且つ第２電子回路基板２０がボス部
５に固定される構成を採用することもできる。
【００４１】
　実施形態２によれば、実施形態１の場合と同様に、第２電子回路基板２０を第１電子回
路基板１０に邪魔されることなく収容体２のカバー６に固定することができる。このため
、第１電子回路基板１０及び第２電子回路基板２０のそれぞれを収容体２に固定する際に
、その固定箇所の配置及び数が制限されにくい。その結果、各電子回路基板が外力によっ
て変形しにくく、各電子回路基板について車両走行の際に車両側から受ける振動に耐え得
る所望の固定強度を確保することができる。特に、基板間プレート１０８における固定ピ
ン１０９の配置は制限されない（例えば、基板間プレート１０８の中央部にも固定ピン１
０９を配置できる）ため、固定ピン１０９による第２電子回路基板２０の固定強度を高く
できる。
　その他、実施形態１と同様の作用効果を奏する。
【００４２】
（実施形態３）
　実施形態３の電力変換装置２０１は、実施形態１の電力変換装置１とは第２電子回路基
板２０の固定構造が異なる。その他の構成は、実施形態１と同様である。従って、ここで
は図５及び図６を参照しつつ第２電子回路基板２０の固定構造のみについて説明するもの
とし、その他の説明は省略する。また、これらの図面において、図１及び図２に示される
要素と同一の要素には同一の符号を付している。
【００４３】
　図５に示されるように、第１電子回路基板１０と第２電子回路基板２０との間には、上
記の基板間プレート８のような部材が介装されていない。カバー６は、その天板面にいず
れも第２電子回路基板２０に向けて延出する複数のボス部２０９を備えている。
【００４４】
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　図６に示されるように、ボス部２０９は、カバー６の天板面にほぼ偏りなく複数（図６
では９つ）設けられている。このボス部２０９は、ビス１２の雄ねじ軸が螺合可能な雌ね
じ部２０９ａを備えている。このボス部２０９は、収容体２の構成要素である。なお、こ
のボス部２０９の配置及び数は、図６に示すものに限定されるものではなく、必要に応じ
て種々変更が可能である。
【００４５】
　第２電子回路基板２０は、各挿入孔２１をボス部２０９の雌ねじ部２０９ａに位置合わ
せした状態で、各挿入孔２１に挿入されたビス１２の雄ねじ軸をボス部２０９の雌ねじ部
２０９ａに螺合させることによってボス部２０９に固定される。その結果、第２電子回路
基板２０は、収容体２を構成するカバー６に固定される。この場合、第３方向Ｚについて
ボス部２０９（収容体２の構成要素）と第２電子回路基板２０との間に第１電子回路基板
１０が介在しない。即ち、ボス部２０９は、上記の固定ピン９の場合と同様に、カバー６
のうち第３方向Ｚについて第２電子回路基板２０との間に第１電子回路基板１０が介在し
ない位置（第２の非介在位置）に設けられている。
【００４６】
　このように、実施形態３の場合、ケース３に第１電子回路基板１０の固定のためのボス
部５（第１固定部）が設けられ、且つカバー６に第２電子回路基板２０の固定のためのボ
ス部２０９（第２固定部）が設けられるように構成されている。なお、本構成に代えて、
第２電子回路基板２０がボス部５に固定され、且つ第１電子回路基板１０がボス部２０９
に固定される構成を採用することもできる。
【００４７】
　実施形態３によれば、実施形態１の場合と同様に、第２電子回路基板２０を第１電子回
路基板１０に邪魔されることなく収容体２のカバー６に固定することができる。このため
、第１電子回路基板１０及び第２電子回路基板２０のそれぞれを収容体２に固定する際に
、その固定箇所の配置及び数が制限されにくい。その結果、各電子回路基板が外力によっ
て変形しにくく、各電子回路基板について車両走行の際に車両側から受ける振動に耐え得
る所望の固定強度を確保することができる。また、上記の基板間プレート１０８のような
部材を使用しないため部品点数を少なくできる。特に、カバー６の天板面におけるボス部
２０９の配置は制限されない（例えば、カバー６の天板面の中央部にもボス部２０９を配
置できる）ため、ボス部２０９による第２電子回路基板２０の固定強度を高くできる。
　その他、実施形態１と同様の作用効果を奏する。
【００４８】
　本発明は、上記の典型的な実施形態のみに限定されるものではなく、本発明の目的を逸
脱しない限りにおいて種々の応用や変形が考えられる。例えば、上記の実施形態を応用し
た次の各形態を実施することもできる。
【００４９】
　上記の実施形態１，２では、アルミニウム系材料からなるケース３及びカバー６と、鉄
系材料からなる基板間プレート８，１０８とについて例示したが、これら各要素の材料は
必要に応じて適宜に変更が可能である。好ましくは、基板間プレート８，１０８がケース
３及びカバー６よりも線膨張率が小さく且つ磁気遮蔽性を有する材料からなるように材料
選定を行う。なお、必要に応じては、線膨張率及び磁気遮蔽性を考慮することなく基板間
プレート８，１０８の材料選定を行うこともできる。例えば、基板間プレート８，１０８
をアルミニウム系材料や樹脂材料によって構成してもよい。
【００５０】
　上記の実施形態１，２では、２つの電子回路基板１０，２０の間に板状部材である基板
間プレート８，１０８が介装される場合について例示したが、基板間プレート８，１０８
に代えて、板状以外の形状の部材を用いることもできる。
【００５１】
　上記の実施形態１～３では、２つの電子回路基板１０，２０が第３方向Ｚに積層配置さ
れる場合について例示したが、必要に応じてこれら２つの電子回路基板１０，２０に加え
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て１または複数の電子回路基板が積層配置されてもよい。
【符号の説明】
【００５２】
　１，１０１，２０１　電力変換装置
　２　収容体
　２ａ　空間
　３　ケース
　３ａ　開口
　５　ボス部（第１固定部）
　６，７　カバー
　８，１０８　基板間プレート（介装部材）
　９　固定ピン（第２固定部）
　１０　第１電子回路基板
　２０　第２電子回路基板
　３０　半導体モジュール
　３１　半導体素子
　１０９　固定ピン（第２固定部）
　２０９　ボス部（第２固定部）
　Ｚ　第１方向（基板厚み方向）
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